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上　場　会　社　名　　株式会社　京都ホテル 上場取引所　大証(市場第２部)
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決算取締役会開催日　　平成18年 2月27日　　　中間配当制度の有無 　　無
定時株主総会開催日　　平成18年 3月30日　　　単元株制度採用の有無 　有(1単元1,000株)

1. 平成17年12月期の業績（平成17年１月１日～平成17年12月31日）
(1) 経営成績 （百万円未満切捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

― ―

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

―
― ―

 (注) ① 期中平均株式数　　　  　　　17年12月期　10,305,979株　　　16年12月期　10,316,973株

② 会計処理の方法の変更        有

③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 配当状況

　　  円　 銭 　　　円　 銭 　　  円　 銭 　　　　  百万円 　　　　　 ％ 　　　　　 ％

     0   0 ―      0   0 ― ― ―
     0   0 ―      0   0 ― ― ―

(3) 財政状態 （百万円未満切捨て）

百万円 百万円 ％ 円 銭

(注) ① 期末発行済株式数   17年12月期　10,302,374株    16年12月期　10,312,519株

② 期末自己株式数   　17年12月期      35,626株    16年12月期　    25,481株

2. 平成18年12月期の業績予想（平成18年１月１日～平成18年12月31日）

百万円 百万円 百万円 　　    円　 銭 　　    円　 銭 　　    円　 銭 

― ― ―
―       0   0       0   0

(参考) １株当たり予想当期純利益(通期)    17円 57銭

　※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々

　　な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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６．個別財務諸表等

(1)貸借対照表
(単位：千円未満切捨て)

注記
番号

構成比
（％）

構成比
（％） 増減

（ 資 産 の 部 ）

Ⅰ　流 　動 　資 　産

１． 現 金 及 び 預 金 795,501 635,773

２． 売 掛 金 510,511 535,607

３． 原 材 料 99,638 108,038

４． 貯 蔵 品 1,841 1,819

５． 前 払 費 用 19,466 31,698

６． そ の 他 32,752 9,894

７． 貸 倒 引 当 金 △ 1,000 △ 1,000

流動資産合計 1,458,711 21.8 1,321,831 20.0 △ 136,880

Ⅱ　固　 定　 資　 産

１． 有 形 固 定 資 産 ※1

(1) 建 物 2,265,550 2,319,795

減価償却累計額 1,498,026 767,523 1,524,970 794,825

(2) 構 築 物 137,548 137,548

減価償却累計額 109,199 28,349 111,673 25,875

(3) 機 械 及 び 装 置 603,348 596,035

減価償却累計額 508,400 94,948 511,157 84,877

(4) 車 両 及 び 運 搬 具 20,318 19,938

減価償却累計額 16,984 3,334 17,319 2,618

(5) 器 具 及 び 備 品 2,261,866 2,211,080

減価償却累計額 1,924,667 337,198 1,878,133 332,947

(6) 土 地 1,116,379 1,116,379

有形固定資産合計 2,347,734 35.0 2,357,525 35.6 9,790

２． 無 形 固 定 資 産

(1) ソ フ ト ウ ェ ア 7,816 11,001

(2) 電 話 加 入 権 6,553 6,553

無形固定資産合計 14,369 0.2 17,554 0.3 3,185

３． 投 資 そ の 他 の 資 産

(1) 投 資 有 価 証 券 150,704 203,760

(2) 関 係 会 社 株 式 72,297 76,887

(3) 関 係 会 社 出 資 金 2,190,446 2,403,340

(4) 長 期 前 払 費 用 321 399

(5) 長 期 未 収 入 金 577,863 ―

(6) 差 入 保 証 金 213,430 207,800

(7) 会 員 権 9,500 9,500

(8) そ の 他 23,617 24,463

(9) 貸 倒 引 当 金 △ 353,500 △ 8,700

投資その他の資産合計 2,884,681 43.0 2,917,453 44.1 32,771

固定資産合計 5,246,786 78.2 5,292,533 80.0 45,746

資　　産　　合　　計 6,705,497 100.0 6,614,364 100.0 △ 91,133

区分

対前年比

金　　額 金　　額

前事業年度 当事業年度
(平成16年12月31日) (平成17年12月31日)
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(単位：千円未満切捨て)

注記
番号

構成比
（％）

構成比
（％） 増減

（ 負 債 の 部 ）

Ⅰ　流 　動 　負   債

１． 買 掛 金 239,536 229,472

２． 短 期 借 入 金 2,998,200 2,597,400

３． 未 払 法 人 税 等 1,220 24,980

４． 未 払 金 453,389 417,764

５． 未 払 費 用 122,224 78,082

６． 前 受 金 42,553 46,473

７． 前 受 収 益 63,139 65,728

８． 預 り 金 165,674 136,525

９． そ の 他 58,459 50,379

流動負債合計 4,144,397 61.8 3,646,807 55.1 △ 497,590

Ⅱ　固　 定　 負   債

１． 退 職 給 付 引 当 金 155,210 152,511

２． 預 り 保 証 金 1,802,955 1,654,104

３． 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 － 59,911

４． 繰 延 税 金 負 債 － 27,608

固定負債合計 1,958,165 29.2 1,894,135 28.6 △ 64,029

負　　債　　合　　計 6,102,563 91.0 5,540,943 83.7 △ 561,619

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ 　資　　　本　　　金 ※2 950,000 14.2 950,000 14.4 ―

Ⅱ

１． 資 本 準 備 金 209,363 209,363

資本剰余金合計 209,363 3.1 209,363 3.2 ―

Ⅲ

１． 当 期 未 処 理 損 失 559,063 114,206

利益剰余金合計 △ 559,063 △ 8.3 △ 114,206 △ 1.7 444,857

Ⅳ 　その他有価証券評価差額金 10,387 0.2 40,426 0.6 30,038

Ⅴ 　自　 己　　株　　式 ※3 △ 7,752 △ 0.1 △ 12,162 △ 0.2 △ 4,409

資　　本　　合　　計 602,934 9.0 1,073,421 16.2 470,486

6,705,497 100.0 6,614,364 100.0 △ 91,133

　資　本　剰　余　金

　利　益　剰　余　金

負 債 及 び 資 本 合 計

区分

対前年比
前事業年度 当事業年度

金　　額 金　　額

(平成16年12月31日) (平成17年12月31日)
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(2)損益計算書
(単位：千円未満切捨て)

注記
番号

百分比
（％）

百分比
（％） 増減

Ⅰ 営 業 収 益 10,123,581 100.0 9,827,345 100.0 △ 296,235

Ⅱ 売 上 原 価 2,183,378 21.6 2,002,044 20.4 △ 181,333

売　上　総　利　益 7,940,203 78.4 7,825,301 79.6 △ 114,901

Ⅲ 販売費及び一般管理費 7,525,329 74.3 7,455,415 75.9 △ 69,914

営　業　利　益 414,873 4.1 369,886 3.8 △ 44,987

Ⅳ 営業外収益

1. 71 2,477

2. 188,279 215,707

3. 13,256 201,607 2.0 6,774 224,958 2.3 23,350

Ⅴ 営業外費用

1. 62,936 49,299

2. 1,857 64,793 0.6 2,144 51,444 0.5 △ 13,349

経　常　利　益 551,688 5.5 543,401 5.5 △ 8,287

Ⅵ 特 別 利 益

1. 貸倒引当金戻入益 ― ― ― 2,917 2,917 0.0 2,917

Ⅶ 特 別 損 失

1. 役員退職慰労引当金繰入額 ― 84,030

2. ※1 9,629 16,690

3. 22,085 ―

4. 326,900 ―

5. 31,200 ―

6. 4,265 394,080 3.9 ― 100,720 1.0 △ 293,360

157,607 1.6 445,597 4.5 287,990

980 740

― 980 0.0 ― 740 0.0 △ 240

156,627 1.5 444,857 4.5 288,230

715,691 559,063 △ 156,627

559,063 114,206 △ 444,857当期未処理損失

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

前期繰越損失

賃借契約解約違約金

税引前当期純利益

貸倒引当金繰入額

固定資産評価損

支払利息

その他

役員退職慰労金

受取配当金

その他

固定資産除却損

区分

受取利息

金　　    額

対前年比

金　　    額

前事業年度 当事業年度

(自 平成16年 1月 1日

　至 平成16年12月31日)

(自 平成17年 1月 1日

　至 平成17年12月31日)
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(4) 損　失　処　理　案

(単位：千円未満切捨て)

注記
番号 増減

Ⅰ. 559,063 114,206 △ 444,857

Ⅱ. ― ― ―

Ⅲ． 559,063 114,206 △ 444,857

対前年比

区分

当事業年度

(平成17年12月期)(平成16年12月期)

前事業年度

金　額

次 期 繰 越 損 失

当 期 未 処 理 損 失

損 失 処 理 額

金　額

－27－



重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び ① 　子会社株式及び関連会社株式 ① 　子会社株式及び関連会社株式
評価方法 移動平均法による原価法

② 　その他有価証券 ② 　その他有価証券
　時価のあるもの 　時価のあるもの
決算末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部資本直入法により処理 （評価差額は、全部資本直入法により処理
し、売却原価は、移動平均法により算定） し、売却原価は、移動平均法により算定）

　時価のないもの 　時価のないもの
移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び 原材料及び貯蔵品 原材料及び貯蔵品
評価方法 　先入先出法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産
主要な設備については、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は、5～50年であります。

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産
　定額法によっております。
なお、ソフトウェアについては社内における利 なお、ソフトウェアについては社内における利
用可能期間(５年)に基づく定額法によっており 用可能期間(５年)に基づく定額法によっており
ます。 ます。

(3) 長期前払費用 (3) 長期前払費用
　用役又は期間に応じた均等償却

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末
における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、当会計年度末において発生していると
認められる額を計上しております。なお、会計
基準変更時差異（427,164千円）については、
15年による按分額を費用処理しております。ま
た、数理計算上の差異は、各会計年度の発生時
における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数(7～9年)による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌会計年度から費用処理する
こととしております。

同　　　左

同　　　左

同　　　左

同　　　左

同　　　左

同　　　左

前事業年度 当事業年度

　至 平成17年12月31日)
項　目 (自 平成16年 1月 1日 (自 平成17年 1月 1日

　至 平成16年12月31日)

同　　　左

同　　　左

同　　　左
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(3) 役員退職慰労引当金 (3) 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に
基づく期末要支給額を計上しております。
(会計処理の方法の変更)
役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として
処理しておりましたが、当会計年度から株式会
社ホテルオークラの関連会社になったことに伴
い、同社の会計処理との統一を図るとともに、
期間損益のより一層の適正化を図るため、当会
計年度より役員退職慰労金規程に基づく期末要
支給見込額を引当計上する方法に変更いたしま
した。
この変更に伴い、当会計年度(平成17年1月1日か
ら平成17年12月31日)において販売費及び一般管
理費が13,181千円、特別損失が84,030千円増加
しております。これにより、従来と同一の方法
によった場合に比べ、営業利益及び経常利益は
13,181千円、税引前当期純利益は97,211千円、

それぞれ減少しております。

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リ－ス取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。

６．その他財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(追加情報)

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第９号)が平
成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以後に開始する
会計年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当会計
年度から「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上
の表示についての実務上の取扱い」(平成16年２月13日　企業会
計基準委員会実務対応報告第12号)に従い、法人事業税の付加価
値割および資本割については、販売費及び一般管理費に計上して
おります。その結果、販売費及び一般管理費が24,000千円増加
し、営業利益、経常利益および税引前当期純利益が同額減少して
おります。

同　　　左

同　　　左

項　目
前事業年度 当事業年度

(自 平成16年 1月 1日 (自 平成17年 1月 1日
　至 平成16年12月31日) 　至 平成17年12月31日)

至　平成16年12月31日)

当事業年度
(自　平成17年 1月 1日
  至　平成17年12月31日)

前事業年度
(自　平成16年 1月 1日　
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注記事項

（貸借対照表関係）

※ 1 担保資産及び担保付債務 ※ 1 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。 担保に供している資産は次のとおりであります。

千円 千円

上記に対する債務は次のとおりであります。 上記に対する債務は次のとおりであります。

千円 千円

※ 2 授権株数  15,000,000株 ※ 2 授権株数  15,000,000株

発行済株式の総数  10,338,000株 発行済株式の総数  10,338,000株

※ 3 自己株式 普通株式  　　25,481株 ※ 3 自己株式 普通株式  　　35,626株

4 資本の欠損の額は566,816千円であります。 4 資本の欠損の額は126,368千円であります。

（損益計算書関係）

※ 1 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※ 1 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

千円 千円

そ の 他

計

前事業年度

2,542

3,957

建 物

器 具 備 品

　至 平成16年12月31日)

そ の 他 3,130

9,629

(自 平成16年 1月 1日 (自 平成17年 1月 1日

建 物

構 築 物

土 地

建 物

構 築 物

土 地 917,976

計

短期借入金

計

短期借入金133,200

前事業年度 当事業年度

（平成16年12月31日） （平成17年12月31日）

4,860建 物

計

66,400

当事業年度

　至 平成17年12月31日)

16,690

6,741

5,088

器 具 備 品

917,976

1,141,117 1,132,620

209,053

5,589

216,875

6,265
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①リース取引

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

②有価証券

前事業年度（平成16年12月31日現在）
　子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成17年12月31日現在）

　子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

③税効果会計

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　(繰延税金資産） 　(繰延税金資産）

千円 千円

―

　(繰延税金負債）

その他有価証券差額金 千円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率の差異の原因と 2. 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率の差異の原因と

なった主要な項目は評価性引当金の取崩しによるものであ なった主要な項目は評価性引当金の取崩しによるものであ

ります。 ります。

（１株当たり情報）

１株当たり純資産額 円 １株当たり純資産額 円

１株当たり当期純利益 円 １株当たり当期純利益 円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在

株式がないため、記載しておりません。 株式がないため、記載しておりません。

（注）1. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式の発行がないため記載しておりません。

2. １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

１株当たり当期純利益金額

　当期純利益(千円)

　普通株主に帰属しない金額(千円) ―　 ―　

　普通株式に係る当期純利益(千円)

　期中平均株式数（株） 10,316,973

156,657

156,657

(自　平成16年 1月 1日   

至　平成16年12月31日）

15.18

前事業年度 当事業年度

43.17

至　平成16年12月31日） 至　平成17年12月31日）

58.47 104.19

前事業年度 当事業年度

(自　平成16年 1月 1日   (自　平成17年 1月 1日   

△ 288,381

繰 延 税 金 資 産 合 計 ― 繰 延 税 金 資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産 小 計 477,951 繰 延 税 金 資 産 小 計

評 価 性 引 当 金 △ 477,951 評 価 性 引 当 金

219,047 繰 越 欠 損 金

そ の 他 258,903 そ の 他

150,813

137,567

288,381

前事業年度 当事業年度

(自　平成15年 1月 1日   (自　平成16年 1月 1日   

至　平成15年12月31日） 至　平成16年12月31日）

繰 越 欠 損 金

444,857

444,857

10,305,979

27,608

(自　平成17年 1月 1日   

至　平成17年12月31日）
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７．役員の異動

(1) 代表者の異動

該当事項はありません。

(2) その他の役員の異動

平成18年３月30日の定時株主総会及び取締役会における異動予定。

①新任監査役候補

　　監査役　　淺井　博（現　みずほ信不動産販売株式会社　取締役副社長)

（注）淺井　博氏は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める

　　　社外監査役であります。

②退任予定監査役

　　　監査役　　富樫　孝
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